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田

上はじめに

いに施行された。このことによって，透明度 l条「透明性Jと

く;耳をもっとは看なすことのできなかったこれまでの行政に，望ましい変化が生ずる，と期

多い。 ヱドj去の制定を以ってヲ行政法世界における未踏地帯が表面的にはわが屈でもなく

ひととおりの体裁は整えられたことになろう。確かに，行政に関する

( 1次)報告 「行政手続法草案J一以来ラ約30年越しの

となっていたわけであるから 本法の制定。施行の意味それ自体は 過少に評価されるべきごはな

いであろう。すなわち.田中二郎教授は，当時すでに，一般事前行政手続法制定の必要性を，

に関する先駆的論文のなかで綾綾述べられ，草案とりまとめの中心人物であった橋本公亘教授も，

l(昭和29年から昭和年にかけてのアメリカ留学により…筆者)行政手続に非常に強い関心を持ち，日

も

に?むしろ?

うか，

ったほうがいいのではないかということを強く感じていた」と発言されているよう

この種の法制の整備としては遅すぎたくらいなのhである。そのせいなのかど

つに平石・専門家以外の識者逮の間でも，本法の制定は，

とめられているようにも思われる。例えば，具体的に言うと， I日本の行政も

リア←でさではじめて，世界的な社会正義にかなうレベルに達しうるJとするものや，

この点(裁判所の行政統制の変化…筆者)でも日本の行政法の将来に A石

るjとするものな

の

る。もちろんヲこれらの見解を著している学者等も，

ている。命令制定手続，計画策定手続-~般処分手続がp

σ〉

ものといえ

は未整備となっていることをはじめ，適用除外事項，聴聞と弁明の機会の付与の区分基準，など

については。少なくとも行政法学者のほぼ共通して問題視するところであって，逐条的に細かな点まで、

てれようというものである。ただ， をひとつひとつれは¥

していたのならヲ

ら，改めるべきところ

それなり

のものがおぼつかなくなっていたであろう。本法の定着具合を見計いな炉

として改めてゆけばよい.とする考えも，行政の実状から言えばザ

法律を要求することなど，ないものねだり しJである。もともと，

し、。

なことは， ら，国民の権利利益をふるいにかけるような 9 御都合的ー の芽を

iきくらとっておくことである。

べ;ニIじまるかぎり，それはできまい。

をめぐる様々な評価が，たんに技術論や外国法制と

条を読みこんでゆく

られるのは 9 国民の権利利益のまさに護法として，

り，これは，そして，各人の行政手続観の醸成しミかんにかか vっτいよう。
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関わる代表的判開や学説の大筋をひはヲそー

とまとめに押さえることによって

ごなしに

ておくだしわが国におけーる行政手続をとりまく

ものとする。

2. 

らせてゆ同法誕生までの概略からにおける位置づけを，

くこととする。

ることカfできる

し遅々として進んでい

を規律する国家行政運営法案が国会

し強化にもおいていたた

といった三期におおよそ¥初期，りは，

と京、わjfしる。

?~ l 

IJ:ヌつ)".:。

さきに触れた行政手続法草案から

した詳細なもので，

なるほどヲ諸外国の行政手続制度を模し

可j去の場で行政手続をめぐる新しい

ぎ，わが国独自の行政手続

判例次元では控目に値するいくつかの判断が集積

ものは頓挫したずといってよい状況におかれる。理

効率性が要請され，行政手続は，かか

こんでいたことがあげられている。行政の公正さ，民主性は，こ

った。このような官民の意識を批難することは，容易い。しかし?日

まわしなかったこと，あまつさえ，

しかし，旧憲法下，行政手続と言えi工事後救済手続を

とは角度を異にする手続律の存在をはじめて公に

もなく「戦後」にもつ法案であったといえるだろう。

に登場するのは，

その主たるねらいを'

となってしまう。

るなら，

その出自をましたこ

となっている

どる。全168条よりなる

あるとも くらスは，れている。

jれていったものなのかもしれない。た

い切で示されたこと

討れてゆく

由に，

の，これは当然の反映であった。

るのは.r航空機疑惑問題防止対策に関する
された，昭和54年になってからで、ある。いわゆる

不明朗な日本の行政構造がある?との国内

におされ，それらの是正を図るため首相の私的諮問機関として設けられた上記協議会は，昭和54

9月ラ全4項目からなる提言をとりまとめた。提言前文は，「行政の分野においても，その公正を

とが必要であるとしたうえ.I長期的にはj という前置っきながら，!一般

を明らかにしている。この一節は，行政手続法構想、を長年

いるが，それはそれとして，行政手続法が，

ほとん

の!r 
グラマン・ロッキー

る

したとたためてきた田
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構造的問題との関わり合いにおいてとりあげられたことにより，もはや，同法を抜きに現代行政を語る

ことのできない時代が到来していることを，行政当局は意識せざるを得なくなった。提言を受け，翌年，

雄川一郎教授を座長とする第1次の行政手続法研究会が，行政管理庁行政管理局長の懇談会として発足

する。非公式ではあるが，ょうやく政府部内に，具体の条文検討の機関が設けられたのである。第1次

研究会は，昭和国年11月，研究会報告(法律案要綱〈案))を発表した。これは，今回成立した法律に

は見られない，命令制定手続，土地利用計画手続，公共事業実施手続までをも網羅する本格的なもので

あった。反面，その完成度の高さゆえに，研究会参加メンバーの多くが，行政手続法制定になおも半信

半疑であったという雰囲気も伝わってこよう。要綱案を現実化するには，デユー・プロセス理念の歴史

的認識に立脚した行政手続観を日本社会が成熟させていなければならない。このことを，研究者である

彼等は，知悉していたからである。

研究過程にあった行政手続法が，現在のかたちにとりまとめられてゆくのは，総務庁行政管理局長の

下，第2次行政手続法研究会(座長塩野宏教授)の発足(昭和60年)以降のことである。以下，行

政手続法成立までの聞を，竣成期と呼ぶこととしよう。

実現可能な案文作りを目標とした同研究会は，日本の行政実態，社会的背景などを考慮しつつ，平成

元年，処分手続と行政指導手続を柱とし，計画策定手続や命令制定手続等については今後の検討課題と

すべきとした報告を公表する。一方，平成2年10月には，第3次の臨時行政改革推進審議会が設置され

る。おりしも，行政指導の透明化を約する日米構造協議への日本政府最終報告が同年の6月に行われた

ばかりであり，行政手続法立法化への気運は，にわかに加速する。翌平成3年になって，同審議会に

「公正・透明な行政手続部会Jが置かれ，ここに，行政手続法の審議・検討の主舞台は，正式な政府機

関の一画に移されることとなったのである。尤も，審議・検討とはいっても，同部会での焦点は，第2

次研究会以上に専ら立法の現実化を図ることにあった。第1次部会案，平成3年11月の部会報告，そし

て12月の本答審中の行政手続法要綱案のいずれもが，細かな点は別段，第2次研究会報告の大枠を踏襲

する内容となっているのは そうした部会の性格を裏付けるものである。結局，答審の案に若干の修正

が施された本法は，平成5年11月128，可決成立する。

以上，手短に，行政手続法成立までの顛末をたどった。そこには，同法立法化の直接の契機として，

度々の外圧があった。しかし，外圧の背部にある理念の吟味に立ってというより，同法の特徴は，現実

行政との緊張関係，それも，行政の実態に引き寄せられる格好で誕生したということにあろう。もちろ

ん，申請審査基準・標準処理期間の明示義務付けを例として，同法の部分部分には手続的進歩の跡が見

られる。けれども，今次行政手続法は，本法誕生の上の流れからすれば，趣旨・目的を l条が誼つては

いるものの，理念的基盤の脆弱さのゆえに(内容の不充分さが，同時にそれを物語ってもいる)，やは

り両刃の剣として運用されてしまう可能性を内にはらんだ法律である，といえるのではないだろうか。

3.行政手続法運用の土壌

行政手続法が施行されたのは，まぎれもない事実である。しかし，すでに述べてきたように，同法を，

たんに手続技術法とのみ理解するのなら， i同法所定の手続さえ踏んでればよいのだJ，i未整備の分野
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につしユては，

は，

にフリーハンドが与えられたjと

ことながら大きいと

も

かりi重ることになろう。ぞーして，わ

をえない。そこで，本節では，

手勺そうし しておきたい。

を除き，都市計函!案を作成しょ

うとオるときは， を反映させるため を ることカ宝できる 1 

-("ヲ を

る。またヲ同条2

しようとするときはヲその案を， 2週間公衆の縦覧に供しなければならないとす

L:l ，関係住民等はヲ縦覧期間内lこ，案についての意見書を，都道府県知事もしく

は市町村に提出で、きることとなっている。都市計画法のこれらの規定はヲ

として紹介されることが多かった。

しミ例

1 、""， "，1' 

亡、ーペコ どうなのか。筆者の住むK市は。近年 9 都市イヒが進み，土地医画整理

あちらこちらで行われている。ある日 筆者のところに，ごく大雑把(と

りこまれている いた。市の連絡はそれ一回きりで，

のことは忘れかけていた数カ月後偶然.自宅前の道路が拡幅の対象となっているとの「うわさ」を聞

き， rfj都市計画課に確認すると「うわさ」は本当であるらしい。上の通知は，公聴会の開催通知てミあっ

たわけでおる。電話口にでた担当者によれば，予定が事前に漏れると，

内々にことを運んでいたという。「公聴会」参加者のうち数人に，当日の様子を尋ねたところ， rii側の

らせに終始し，まして，公聴会の法的位置付けを知る

なかったとのこと。急きょ，拡幅予定地内に土地

出した。 しかし，すでに縦覧期間は過ぎていたため，せめ

おいて住民側の意見を汲みとってもらう機会がないのかどうか県に質すと， I法的手

クリアーしている」ので「紙理ですJの一点張りである。後司ヲ当該都市計画事業に

可ぴ〕県告示があったので，事業地内における建築制限及び土地測量の立入を求めるとする通知書が市か

ら郵送されし今日にいたっている。要するに，都市計画法で定める一連の手続f;j:， 舟生住民にとり，

1~Uだけが式次第を知っている儀式と化しており，かえって p 儀式開催の事実が，以後の行政を閉じたも

のとしてしまっている。

さらに，次のような‘行政手続法制定後の事例も伝えられている。格安航空券を売ろうとする

L，運輸省が自粛するよう働きかけた結果 業者側がそれに応じたというものである。

は，「行政指導」とも読み直せるが，運輸省の解釈によれば， I新運賃の周知を図っただけ

というほどのものではない」のだそうだ。つまり，行政手続法のどこにも 9

に当たるのかまでは書いていないのだから 一次的には 行政当局の判断次第ということになる。だと

すーると院官民交渉の現場において，同法32条以下36条までの規定本当に実効性がある規定といいう

だ疑問となってこよう。

いまひとつ， 38条の問題にも触れておこう。われわれが日常接する

iことが多い(ところで闘行政手続法第3条第2項は.その根拠となる

る地方公共同体の機関がする処分，地方公共団体のする行政指導等につい

している。反面，同38条は，これらの手続につき，

といえば，市町村役場である

しミ

におけ
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る公jEの確保と透明性の向上を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならないiとする。

の規定を素直に読むと R 行政手続法は，ヲショナjレ。ミニマム法というより予行政手続に関する

59 

と解すべきではあろう。しかし，地方の市町村役場の実態は，職員と住民とが，地縁・血縁の関係にあ

ることも珍らしくはなく， K市も，例外ではない)そうした生臭い結びつきが，二層守三

層

る

つ。

ている。このような状況の下では，行政サイドの方針に表立って反対するどころ

されかねない。末端の地方自治体にあって，行政手続的整備の待たれ

， r-標準法論が，もし本法の透明 e 公正手続を実質的に下まわる白

るものであるならば0 ・~. ~ .賛同できない」との見解に向感である。

るにせよ，そうでないにせよ，間われるべきは，本法全38条が，地方自治体行

て追認するために制定されたものではないとする基本認識の強弱であ

このことは，行政側，住民側j，双方に言えることである。前述の例によるまでもなく，

なおも官主導的色彩を色濃く残しており また 筆者の個人的体験だけで速断することはでき

ないが，殊に地方市町村の歩旧弊な住民意識とも相まった「知らしむべし型行政J

を処方せんとするだけで解決がつく問題とは思われないからである。

「くすりjと同様，行政手続法の薬効は，服用する者の体質条件によって異なろう。

旨を充分に根付かせ，上のような状況を真に改善してゆくには，民主主義と住民自治の観点から

のもつ意味を担え産すことが併せて必要となる。

4蜘

lいて言えば.デ、ユー同プロセスを 裁判所がどのような枠組のなかで把えているの

かは，あらためて興味引かれる問題である。 過去の判例の解釈から，今次行政手続法の欠落させている

部分を補完させてゆくことができるのであれば，積極的にこれを行ういま必要があるからである。

に?デコー ω プロセスのデューとは，告知と聴聞 andhearing)のことであると理解されてい

る。!神でさえ，アダムとイブに穂、聞を行った」という，かの…文を思い出すまでもなくヲ今日，デニレ

プロセスを論じるとき，中心となるのは「告知と聴聞」の問題である。ただ，一口に告知@聴閣とはいっ

ても，その疎密には様々なバリエーションがありうる。筆者なりにそれを検討する機会は別にもらたい。

とデューープロセスをめぐる判例iを論じた文献は多数あるけれども，この節では 9 以下，

表的な子玉つの判例をふり返り?司法測の行政手続観を粗描してみることとする。

も初期の判断は，第三者所有物没収事件判決である。関税法違反に関わ

まれていた被告人以外の第三者の所有物が同法118条 l項により没収と

なった。被告人等の主張は，真一の所有者に所有物没収に対する防禦の機会を何ら与えないまま

当該没収処分は憲法29条1項に反する，というものであった。最高裁は， i第三者の所有物を没収する

場合において，その没収に関して当該所有者に対して，何ら告知・弁解。防禦の機会を与えることな， ， 

その所有物を奪うこと!を「著しく不合理」とし これを， i憲法の容認しないところJとしたうえで，
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れ，

ついても，告知ー

を没収することは，適正

らない|と判示した。本件は，刑事手続の一環とし

れ自体が争点となっていたケースではない。

，何人も，し」してはならないとニオLp自は，

よらなければ，

からヲ l所有物を あっ

その生命若しくは自由を

を侵害する帝Ij

れた没収処分が争われたも

「法

これなくし
J 、，

る

h
H〆

心う

告知およ概念を含意し，

された。いわゆる個人タクシー

を

くro[Jされている。

断が，

った個人タクシ

'~ 

」

にも尊重さ

よって

国民の権利，邑

つきなんら

的なものとなりf尋J，

れるべきことを

申

(デューープロ七ス)

も適用されることを肯定し，さらに，

をあらためで明確にしておきたい。

次に掲げる判決も，二本稿の主題に連なる司法判断のうち，見

なわも，松山地方裁判所は，公有水産i埋立法の定める免許手続につき，

これによって不利益を受ける利害関係人に権利を保障するための手続規定を全く設け

と13

るjと説、示。ここに引用し

きるが，

いたことヲ第二に両条の趣旨

を

としではならない，

はあるベつはりヲ

逃せないものの一つである。

レベ}Vの半iJ

プあたりヲ

他の法令中にも る

しており，

きかという点についてはjIいず、れの場合

i可

たらない」

を

Tこも

とかかわり合う

てJおり

に関しても適用があると

るJ。そして，不利益処分の相手方に対しては， I処分に関L告

「もっとも基本的要請である」と説示する。前判

また，(不利益処分のなければなら

らないのは，紹介した判例法理を，

しかった，ということである。前述のとおり，

関するものであるし，中の個人タクシ一事件は，結論部分は維持されたものの，上

旨は前掲一、審判決とは異なっており，後者は，地裁判断に過ぎないからである。もちろ

も，いわば少数派の判例が積み上げられてゆくことの意味を知っているつもりである。けれども

国民の権利利益擁護規定と読みこんでゆこうとするとき，わ

りえていること

に立

と

さきるとしている

とj可じく 9

る)適正手続とはヲ告知と聴聞

る。ただ 5 断っておかな

ることはこれま

も

つもの

L， 

る

臣

る。

1項第5号はヲ「

の

。
る

L
T
め+抗弁」る、ノ

ム

4

る
ハ
町
、
も
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判

付

裁

皇
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を
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最の

る

裁

う

古

河

し

最

日次のよう
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において，著しく且つ直接に日本国の利益又は公安を害する行為を行う

の理由がある者jとレて，外務大臣に旅券の発給を拒否できる場合の一例合

たときの理由の提示を同大臣に義務づけている。本件は，その理由がたんに

に該当する jと書かれていたことから，理白書の不備による

ていた。判決は，理由付記の程度は行政処分の性質によって異なるとしつつも

は， (憲法の保障する自由権を制限する処分において)行政機関の「判断の慎重と

その恐意を抑制するとともに?拒否の理由を申請者に知らせることによって，ぞ

える」ごとにあるという。続けて「いかなる事実関係を認定して申請者が同号に該当すると判断したか

に記載することを要すると解するのが相当である」と述ペヲ l旅券法13条1項5号に該当するJ

されている拒否処分通知書は， 土記の要件を満たしておらずg 本件処分を違法であると

らは亀一般行政手続 の理由付記(税務行政手続のそれに関する最高裁判例は，以前にも見ら

れた) に関する最高裁の判断として，二，三の重要な論点を見出しうる。大きくは，適正手続を

する一方の要素である告知の本旨宏明らかにしたと認められるところである。つまりヲ告知

る側には処分の公正を担保しヲ告知される慨には弁明，反論の手がかりを供与する

という両国がある。さらにもう ふ段掘り下げて，告知がかかる二つの意義を具現守る程度に，

具体的なものであることも要件とされている。行政手続法8条1項「行政は，申請により求められた

し，同時にヲ当該処分の理由を示さなければならないj? あるい

は同14条l項の「行政庁は，不利益処分をする場合には，その名あて人に対しヲ同時に，

分の理由を示さなければならないjとの規定を実質化させるために 9

るべきである。一方，われわれ国民も，行政手続法施行下の今日手

ると認、める りる相当

ば
臼

L 
L一一ー

ぃーヂヰ長と付閥的には行政の円滑な実施のため，「適正な告知lの指標を知っておくことが望まれる。

されるべきか否かヲ適用されるのであれば，それはどのような場合か7 奇

断が，次の成田新法最高裁判決である。本判決の下された平成4年7月はヲ す

でに行政手続法の成立が確実視されていた頃と重なり 判決はその意味からも関心を集めたのだった。

いささか長くなるが，判決関連部分のみ引用しよう。「憲法31条の定める法定手続の保障は，直接には

刑事手続に関するものであるが，行政手続については，ぞれが刑事手続ではないとの理由のみで，その

同条による保障の枠外にあると判断することは相当でない。しかしながら，同条による

保障が及ぶと解すべき場合であっても?(略)行政処分の相手方に事前の告知，弁解，防禦の機会を与

えるかどうかL:l:，行政処分により制限を受ける権利利益の内容，性質τ 程度，行政処分により達成しよ

うとする公益の内容，程度，緊急J性等を総合較量して決定されるべきものであって，常に必ずそのよう

を与えることを必要とするものではないと解するのが相当であるJ。端的に言おう。まず‘事前

手続自体が.行政処分を行う!僚の必要条件とはされていない。加えて，仮に 事前手続が採られること

になった(何らかの不利益処分が事後に控えていることが予想されよう)としても，適正手続を原則

することすら見送られてしまっている。とすれば，以上より晶識者の指摘するよう

を，判例の演緯的解釈によって補うことも，目下のところは時期尚早と言わざるをえないて、あろう。



62 

む

鹿児島女子短期大学紀要第30号 (1995)

，判例の状況をかいつまんだところが，行政手続をめぐる司法の判断は，今後の判例法形成に

をかけられるにせよ，成田新法事件でーの着地点が示された。そこからは，行政手続法を，

るミニマム?をあるいは標準法と解すべき指導理念は読みとれなかった。

関するミニマムならぬマキシマム法として運用される事態をも予想、きれないではない。

れる。「不利益処分の利害関係人においてさえ これこれしかじかの範囲でしか開示請求な

ていないのだからという理由にもとづき，ましていわんや不利益処分以外の領域ではとかましてい

わんや処分の利害関係者主、外の市民との関係ではという解釈がまかりとおる」かもしれない，と。これ

は耐 ヤjに過ぎないであろう。同法3条1項 1号ないし16号までの適用除外事項，同 2項の，

る処分に対する本法の未適用事項等も，このまま固定化されてよい，というわけではな

いからである。

に，ひとりひとりの(行政)手続観の醸成がりとりわ において求められると し

たのも，こうした事情と深く関わっている。それでは，一上の注文に応えることはできないのであろうか。

その手がかりを，学説の現状をごく簡単に再検することによって探ってみたい。

おける適正手続の根拠をいかに考えるかは，当然のごとながら予

より問題となってきた。判例にも，腐心の跡がう した。

憲法31条説(以下， i憲法 I~i省略)ヲ 他にも，さて，

これら を根拠とする説を見出しうるが，ここでは，前3説の骨子をあと

，日本国憲法31条の「何人も，法律の定める手続によらなければ，そ

ゆこう。

しくは自由を

又はその刑罰を科せられない」との規定の適用が，刑事手続だけではなく，行政手続にもおよ

ぶとする。これは 9 合衆国憲法修正5条，向修正14条のデユ ω -プロセス

との理解に基く。ちなみに「何人も…法の適正な手続によらないで，生命，白

とはない…」と定める修正5条は(同14条とともに)，国家活動のいかんによら

を受ける権利のあることを合衆国の歴史のなかで確立してきた。

られるべきことも同前である。

どのような行政処分に適用があるというのであろうか。原田

罰に準じた制裁的不利益処分，たとえば営業停止とか退校処分な

，事前の聴聞が必要とされると解すべきであるJと述べられている。

に依拠した， 31条説としてはオーソドックスなものであろう。これとは別

しつつ，条を，国家活動の性質いかんを問わずに，いわば包括的に

る規定へと高めてゆくこと」を，

プロ'1-:;;えには，元来，行政用と刑事用の別があるわけではないのだから，

31条に転写している

を護軍われると

「少なくとも刑事

を間

J層の拡大を

.-，プロセスjを

として確立している31条を唯一のデユー・プロセス条項 と考えるのが本筋である
、

、- ，また 1'31条の『自由jはけっして単に消極的自由を意味するだけでなくて…積極的自由をも

し得るjと述べられているように， 自由の幅を最広義に把えることによっ り立ちうる
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でもある。前説が， 31条単独で、は，いわゆる給付・サーピス的行政処分に関して，適正手続保障の網を

かけ落とすことを結果的に容認する余地を含むものであるのに比べ，すべての行政処分に対し，原則的

に，同条適正手続の理念はおよぶとする本説の明快きは際立つている。 (31条説の特徴は，上記両説の

聞に位置するとでも言うべき複数の中間説が存在することであるが省略する)

多種多様な行政処分を前提に， 31条説に対する疑義から提起されているのが13条説である。本説は，

日本国憲法31条の適正手続条項の適用範囲を，あくまで刑事手続，あるいは刑事手続と同視しうる制裁

的な不利益処分手続まで，と理解することより立論される。そうであるから，行政処分に関する適正手

続の根拠を第一説のようなかたちで31条単独におくとすると，今後，より一層比重の高まりゆく給付・

サーピスといった非権力的の行政処分が，適用対象からはずされつづけかねないこと，第二説には， 31 

条解釈の点につき批判がされることとなる。さてそこで13条説は， rすべて国民は，個人として尊重さ
れる。生命，自由及び幸福追求に対する国民の権利については，公共の福祉に反しない限り，立法その

他の国政の上で，最大の尊重を必要とする」と定める憲法13条を，行政処分における適正手続保障，の

根拠規定と読む。一般に，幸福追求権と呼びならわされている本条の権利の性格については，穣種の議

論がある。大掴に言うと，憲法が保障する個別，具体的権利を包摂する，ないしは下支えする包括的，

基層的権利とされているようである。かかる幸福追求権の実をあげるためには，国民に，実体的のみな

らず手続的権利が裏で保障されていなければならないはずである。したがって，憲法31条で適正手続が

明示的に保障される刑事処分を除き，それ以外の国家活動に適正手続の網をかける根拠条項としては，

本条のほうがふさわしいということになる。

もとより本説は，あらゆる行政処分が， 31条の適用の外にある，とまでいい切るものではない。ただ，

前記の通り憲法31条の解釈を行えば， r国民の権利自由に関するJ行政処分には， 31条の類推適用と併
せ， 13条による補強を， r生活保護の開始に関する決定のような『国民の権利自由に関する処分』につ
いてはJ31条の「準用ないし類推適用をみとめる余地はなく，これに適正手続の保障をおよぼすには，

憲法13条による補強」が必要とする理解も納得がゆこう。

31条説， 13条説のどちらが当を得たものであるのか，筆者に断言する力は今のところ備わっていない。

言えることは，両説とも，行政処分のいかんにかかわらず，デユー・プロセス理念をおよぼすことの重

要性を，寸主主も否定するものではない，ということである。ただし，仮に，現在のわが国において， 31 

条のみでは行政処分の適正手続条項としての迫力に欠ける状況が認められるというのであれば， 13条に

出番が回ってくるのは確なことであると思われる。

テやユー・プロセス理念を 憲法の特定の条文から導き出そうとはせず，憲法全体の趣旨から汲みとろ

うとする説もある。法治主義説である。本説の要旨は，次に略述する様である。法治主義最大の眼目が，

人権の擁護にあることは疑いない。このことは，実体法的，手続法的の別を問うものでもない。近代国

家の諸理念を現代に受け継ぎ，将来に発展させる日本国憲法にあって，法治主義の要請は高まりゆくば

かりである。とすれば，行政処分におけるデュー・プロセス理念も，人権保障を実効あらしめるための

ものであるなら，強いて憲法の特定条文に根拠を求めるまでもなく，憲法全体の理念から当然に湧き出

るものとなる。

とはいえ，憲法上の特定条項に裏打されることのない理念が，今次行政手続法の解釈にあたってどれ
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iま をもちえるのか，疑問は残る。 31条説， に，いまな

るのは，多分にそのせいであろう。

法治主義説の比較をとおし いずれの説も守テ、、ユ、 -プロセス

させるものである，という点では一致していた。さらに言えば，

を否定するものでもなかった。そうであるなら，当面は，適正手続保障の根拠条項の差異にこだわるこ

とより，この国の憲法が，どのような国家活動に対しでも，手続的に人権を保障する防具をわれわれに

るものであるという単純明解な認識を 今以上に深めてゆくことが求められよう。なお，

そ措〈とすれば9 実際の行政手続は，国情によって左右される余地があると考えることが適当である。

¥発展途上国にあっては，早急に社会基盤の整備を図る必要から，手続的省略を国民に強いる度

くなろう(スラム街の撤去幹線道路の整備など)。これに対し 一定の社会基盤を整えおえる

ほど手続的保障を広げる客観的条件は備わろう。その意味でも，わが国で，他の先進諸国に比べ著しい

を正当化する理由はないのである。

5場おわりにかえて

いく多の利二余曲折を経ながらも，平成6年10月1日，行政手続法は施行された。|司法については 9 立

ら，論説 9 見解，対案などが表されており，すでに論点は出っく[ていた，といえない

をもなかった。ところが， 品の事項に関して言えば，長いものあり，断片的感想に過ぎぬものありで，

的，網羅的に理解するとなると，いささかの不都合を筆者自身感じていたことから‘ここ

で， I司法立法の経緯，関係判例 学説を簡約し 一編の論稿に仕たてることがあってもよいと

もとより 9 一節毎の内容については不充分のそしりを免れ得ないであろうし，見方によっては，やや

りをとりあげ過ぎたきらいがあることも否めない。しかしともあれヲ

るとか， I行政手続法がなければもっと早く(懸賞金付定期預金の)自粛要請がでていたかも

しれないjというような，同法の間接的効果を示唆する見解に接するにつけ，そうした性格の同法を向

入れる，実は土俵づくりが重要となってくると考えられた。行政に関する

もつことになったわが国において伽「官民の意識改革jを

当面の課題としてはこれからも強調されるべきであろう。

(自主)

に戻り， I苅ってゆくことが，

( 1) I 透明性Jという語を 9 法令用語として用いた，本法は最初の法律で、ある。本法1条によると，

透明性とは， i行政上の意思決定について，その内容及び過程が国民にとって明らかであるこ

と」とされている。 透明性の意義・内容については， i研究会 a 行政手続法<第3関>ジュリ

スト1054号jの議論が参考になる。

( 2 ) 田中二郎 「行政手続の諸問題J公法研究第23号 81-104頁 有斐閣

( 3) i <座談会>行政手続法の制定と今後の議題」における橋本発言 シ、ユリスト1039号 11頁

( 4 ) 兼子仁 「行政手続法(初版)J まえがき 111 岩波書底 1994 
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( 5 ) 間部逸夫 l行政手続法の制定に寄せてJ (註3)60頁

( 6 ) 本法制定前の話として，二回戦，三回戦というものがあるのだから，内容的にはじめから欲張っ

たものでなくてもよい，とする意見のあったことを 9 小早川光郊教授は紹介している。(註 3) 

70頁

( '7 ) 褒昭和28年には，国家行政運営法案要綱を行政審議会運営部会が公表するが，学界筋の期待す

る内容とは，なお本質的に大きな隔りがあった。

( 8) 1橋本先生の強いリーダーシップで，ああいう草案を作る方向で作業が集中的に進行していっ

たことを覚えていま寸」他の外開発言 ジ、ユリスト1049号 50-51頁

( 9 ) 東京地方裁判所裁判官であった白石健三判事の名をとってヲ白石判決とも呼ばれる，個人タタ

ン パス路線延長免許をめぐる二つの判決。行政処分と適正手続の問題を真正面か

らとりあげたわが国裁判例の鳴矢として知られる。

(10) 1昭和30年代後半当時は，まさに高度経済成長の端緒的段階であったわけです。効率優先，能

率重視という時代背景の中で(略)(行政手続法草案を…筆者)法制化に結びつけることが出

来なかったのです」などの八木発言(註8)53頁

(11) 1I航空機疑惑協の提言の中で，行政手続法制定の言及がありました。それは田中二郎先生が持

入されたのだと…」との小早川発言 問i二回貰

(12) いわゆる「大庖法jにからむ，日本の主主意的行政指導の実態が大きな問題とされた。

(13) ある極旨なり理念なりを育んできた授史が浅く，それらの実体が希薄である場合，できるだけ

具体的かつ詳細な文言(条文)が，その実体を明らかにしてやるためには必要となってくるは

ずであろう。

(14) 例えば伊杉村敏正 [続・法の支配と行政法J 134頁 有斐閣 1991 

(15) ーナ地図を見ただけでは，自己の宅地と拡幅予定道路の位置関係は判然としなかった記憶があ

る。

(16) 朝日新聞く主張帽解説> 1994年10月比日付

(17) 行政手続i去がナショナル e ミニマム法としての性格をもつのか，標準法と きなのかとい

う点については， (註3)などを参照されたい。

(18) 実際?筆者も， 1身内の者が役所にいるので，その者を図らせるようなことはやりたくないJ

と述べた男性の気持がわからないではない。

(19) 兼子仁 「行政手続法の意義」 公法研究;第56号 151頁有斐閣 1994 

(20) 行政手続とデユ_， .プロセスをあつかった文献を挙げれば枚挙にいとまがないがφ さしあたりヲ

鵜飼イ言成編[行政手;売の研究 有信堂 1961Jが初期のものであり g 熊本信夫「行政手続の課

題北海道大学図書刊行会 1975Jが詳しい。

(21) 葉大判昭和37年11月28日 刑集16巻11号 1593頁

東京地昭和38年9月18日 「判例時報J349号 12頁

(23) 松山地昭和43年7月2311 1判例時報I548号 63頁

(24) 最小判昭和60年1月22臼 民集39巻 1号 1頁

(25) 最大半'Ij平成4年7月1日 「判例時報J1425号 45頁

(26) 奥平康弘 「手続出jデJ ・プロセス保障のもつ意味」 法律時報65巻6号 48頁

(27) 原田尚彦 「行政法要論(1981年版)J 102-103頁学陽書房 1981 

(28) 奥平康弘(註26)46-47頁

(29) 奥平康弘(設26)47頁

65 
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(30) 杉村敏正(註14)210頁

(31) 法治主義による適正手続保障，を容認した判例として，東京地昭和49年7月16日 「判例時報J

751号 47頁，がある。

(註16)

(33) 宇野 収前関経連会長の所感 1994年11月21日付日刊紙間各紙上

(34) (註16)


